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要 旨 

 航空機運航の信頼性を確保するためには，空港基本施設の積雪による交通障害を防ぐこと

が肝要である．これを実現するための方策として融雪装置を導入することが有効と考え，一

連の室内試験ならびに実大規模試験施工を実施した． 

 その結果，次のような結論が得られた． 

(1) 室内試験 

 融雪装置を導入した表・基層の供試体に対するホイールトラッキング試験の結果からは，

融雪装置を導入することによっても変形や動的安定度に及ぼす影響はほとんどみられない． 

(2) 試験舗装 

a) 荷重に対する弾性応答であるたわみは，融雪装置を導入することにより若干大きなものと

なる．これには温水パイプ，電熱線といった融雪装置による違いは明確ではなく，また融雪

装置の埋設深さによる違いも明確ではない． 

b) 航空機荷重の繰返し走行によって生ずる舗装表面形状の変化は，走行回数の増加に伴って

著しくなるものの，融雪装置を導入することによりその状況が異なるような傾向はみられな

い． 

c) 10,000回の繰返し走行載荷後に実施した舗装の解体調査の結果からは，表面に近い層ほど累

積変形が著しいことがわかった． 

d) 航空機荷重が加わった場合に融雪装置に生ずる応力について三次元有限要素解析を実施し

た結果からは，それらの応力は破壊応力に対して十分安全であるとわかった． 
 以上のことから，融雪装置の空港アスファルト舗装への導入については十分可能であると

まとめられる． 
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Synopsis 

 It is important to prevent air traffic disturbance due to snow for securing the reliability of aircraft operation. 

As an introduction of snow-melting equipments to airport asphalt pavements is considered effective, a series 

of laboratory tests and full-scale experiments were conducted. 

 As a result, the following conclusions were obtained. 

(1)  The wheel tracking test results for specimens of asphalt concrete layers having the snow-melting 

equipments shows that the introduction of snow-melting equipments does not affect the deformation 

and dynamic stability of the layers. 

(2)  From the results of loading tests on the experimental pavements having snow-melting equipments, the 

following points were found. 

a)  The deflection of pavements becomes larger more or less when the snow-melting equipments are 

installed. However, the degree of influence of the type and installation depth of snow-melting 

equipment is not clear. 

b)  The accumulated surface deformation increases with a repetitive number of aircraft loading. 

However, the introduction of snow-melting equipments does not affect it. 

c)  The accumulated deformation of layers depends on the depth; that is, the nearer to the surface, the 

larger the deformation. 

d)  3-D finite element analysis shows that the stress of snow-melting equipments caused by aircraft 

load is sufficiently small against the strength. 

 It is concluded from the above that the snow-melting equipments could be installed to airport asphalt 

pavements.  

 

Key Words : snow-melting equipment, airport pavement, asphalt concrete, laboratory test, experimental  

       pavement 
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1. はじめに 

 
積雪寒冷地のみならず全国各地の空港においては，冬

期間，滑走路，誘導路，エプロンの航空機走行区域に

5cmを超える程度の積雪があると航空機の安全運航に支

障となることから，除雪作業が行われるよう規定されて

いる．除雪作業を円滑に実施するための規定はすでに整

備されているところである． 

空港除雪は，舗装表面を完全に露出（ブラックトップ

化）させることが原則であったり，除雪作業時間が短い，

除雪の必要面積が広いこと等，道路の除雪とは大きく異

なっている．除雪作業は除雪（排雪）作業と除氷作業に

分けられる．除雪（排雪）作業は，スノースィーパ，ス

ノープラウ，ロータリ除雪車等の除雪機械を使用して行

われる．また，除氷作業としては，路面が凍結もしくは

その恐れがある場合に凍結防止剤を散布するものがある．  

 施設面での対応としても，グルービングが防雪に役立

つことが認められたことから，滑走路のみならず，誘導

路にも施工するといったものがある1)．しかし，このよ

うな工夫によっても舗装上の積雪を完全には排除できず，

除雪作業が必須のものとなっている． 

 このほかの施設面からの対応策としては凍結抑制舗装

と融雪装置がその候補と考えられる．このうち，前者に

ついては，空港における航空機等の交通量が道路におけ

る車両の交通量と比べて著しく少ないことから，その効

果については大きいものとは考えにくい．そこで，本研

究においては，融雪装置を取り上げて，その効果につい

て基本的な検討を加えることにした． 

 

2. 空港での融雪対策 

 
2.1 道路舗装における融雪・除雪対策 

 道路においても，積雪による交通障害が発生する．道

路交通の安全性を確保するために，図-1に示すような

種々の方策が試みられている 2), 3 )．これをハード，すな

わち施設という面からみると，スノーシェッド，消雪施

設等の防雪施設と，路床・路盤改良，凍結抑制舗装等の

凍雪害防止施設の二つがある．また，ソフト面，すなわ

ち役務という面から見ると，除雪，凍結防止，スリップ

防止作業等がある．実際には，両者が適切に組み合わさ

れて冬季の道路交通の安全確保が図られている． 

 これらの方策のうち，空港に適用可能なものとしては，

ハード面では消雪装置や凍結抑制舗装の導入，路床・路

盤改良の実施，ソフト面では，除雪，凍結防止，スリッ

プ防止作業の実施といった方策がある． 

 ハード面での対策である消雪装置には，舗装を暖める

ロードヒーティングと舗装面に散水する消雪パイプがあ

る．前者は融雪装置と一般的には称され，電熱線に通電

するもの，パイプ内に温水を通すものがある．また，凍

結抑制舗装は，凍結抑制材，塩化物，粒状ゴム等をアス

ファルト混合物に混入するといったことにより，舗装自

体に凍結抑制機能を付与したものである．これにより凍

結防止剤や摩擦材散布量の削減，除雪作業の効率化等が

期待できるものの，その効果は消雪施設や凍結防止剤の

散布には及ばない．なお，路床・路盤改良は凍上を防止

するために路盤や路床土を凍上しにくい材料で置換える

方法であり，空港においても凍上の危険性の高い場合を

対象としてすでに基準化されている． 

 

図-1 冬季の道路交通安全確保方策 

 

ソフト面での対応である除雪は機械的除雪，すなわち

グレーダやロータリ車等による方法が一般的であり，空

港においても通常使用されている．また，凍結防止は，

薬剤を道路に散布することにより凍結温度を下げて道路

表面での水分の凍結を防ぐという方法である．薬剤とし

ては塩化カルシウム，塩化ナトリウムといったものが用

いられている．そして，車両走行時のスリップを防止す

るための方法としては，砂を道路上に散布することによ

り，タイヤの道路表面上でのすべり抵抗を高めるものが

用いられている． 

 
2.2 空港舗装の融雪対策 
 空港においては，ソフト面での対応は以前から行われ

ているものの，積雪・降雪時の交通障害の発生が避けら

れないことから，さらなるハード面での対応も一部では

必要と考えられている．道路で採られている上記の対策

のうち，凍結抑制舗装は，空港における航空機等の交通

量が道路における車両の交通量と比べて著しく少ないこ

とから，空港への適用性は小さいと考えられる．これに

対して，消雪装置は，そのような問題もなく，空港への

適用性は大きいと考えられる． 
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消雪装置は，上記のように，自然エネルギーや化石エ

ネルギーを熱源として利用して舗装を暖めることで融雪

する無散水方式と，地下水などを舗装面に散水すること

により融雪する散水方式に大別される．後者は，散水し

た水が凍結を起こす可能性があることから，気温が低す

ぎる地域への適応は難しく，今回の対象からははずれる．

前者には温水を循環する循環パイプ方式，パイプ内で熱

を伝達するヒートパイプ方式，電力を利用する発熱体方

式，遠赤外線を照射する熱照射方式といったものがある．

このうち，ヒートパイプ方式はパイプにある程度の勾配

が必要であること，熱照射方式は地上構造物（ポール）

の設置が必要になることから対象から除外される．した

がって，今回の検討の対象となるのは循環パイプ方式と

発熱体方式になる． 

循環パイプ方式（温水パイプ方式）は舗装内に埋設し

たパイプ内に温水を循環するものである．パイプには鋼

管と樹脂管があり，鋼管には炭素鋼鋼管やステンレス鋼

管などが，樹脂管にはポリブデン管や特殊ナイロン管な

どが用いられる．ボイラーやヒートポンプにより水温が

高くできる場合には鋼管または樹脂管のいずれか，地下

水など水温が低い場合には熱伝達の良い鋼管が選定され

ることが多い． 

発熱体方式（電熱線方式）は舗装内に埋設した発熱体

に通電するものである．発熱体には，通常の電熱ロード

ヒーティングに利用される発熱線や鋼管発熱式ヒータ等

がある．一般的に使用される発熱線は，鋼ニッケル合金

を導体とし，絶縁体とシースにより被覆されている．発

熱線は一般的に5～10cm間隔で設置され，単位面積あた

りの定格出力は200～300W/m2となっている．これらは気

象条件や融雪面積に合わせて選定される． 

 本研究においては，上記の検討結果に基づき，無散水

方式による融雪装置を導入することが，空港基本施設の

積雪による交通障害を防ぐための方策として有効である

と考えた．具体的な融雪装置は，温水パイプ方式ならび

に電熱線方式の二つである．前者は，外径17mm，内径

13mmの特殊耐熱用ナイロン樹脂管を表・基層内に埋設

し，ヒータにより温度を調節した不凍液を通水・循環さ

せるものである．また，後者は，導体抵抗が0.522Ωであ

る発熱線を表層もしくは基層内に埋設して，通電させる

ものである． 

 これらの融雪装置の空港舗装への適用性を考える場

合には，これらが道路舗装において十分な耐久性を有し

ていることがわかっているので，道路上を走行する車両

に比べてはるかに重い航空機荷重に対する耐荷性・耐久

性に関して検討する必要があると考えた．そこでまず，

小型供試体を用いた室内試験を行って，アスファルトコ

ンクリートの熱的性質を把握するとともに，二種類の融

雪装置を埋設したアスファルトコンクリートの力学的性

状について検討した．次に，融雪装置を埋設した実大規

模のアスファルト舗装を製作し，これに対して，実物大

の繰り返し荷重を加えることによってその挙動を調べ，

この種の舗装が妥当なものであるかを検討した． 

 

3. 室内試験の方法 

 

 融雪装置の種類と設置深さを変えた場合の必要温度な

らびに融雪装置の導入に起因するアスファルトコンクリ

ートの力学的挙動の変化について明らかにするために，

室内試験を実施した． 

 
3.1 室内試験の種類 
 小型供試体を使用した試験は舗装内部温度変化試験と

走行載荷試験の二種類である． 

 
(1) 舗装内部温度変化試験 
 融雪装置を埋設したアスファルトコンクリート供試体

を用い，融雪装置を稼動させたときに供試体の温度が変

化する状況を調べた． 

 供試体寸法は，縦・横・厚さとも300mmであり，融雪

装置の埋設位置はその底面位置が表面から 50mm，

100mm，160mmである（温水パイプ，電熱線とも）．こ

れは，それぞれ，基層（上層），基層（下層），路盤施

工後に融雪装置を据え付けることを想定したものである．

供試体の側面図（温水パイプ・電熱線共通）を図-2に，

平面図を図-3に示す． 

 融雪装置の通水，通電方法は，供試体ならびに雰囲気

温度を-10℃とし，表面温度が1℃となるように設定した．

融雪装置の稼動後における供試体の温度変化の状況を把

握するために，熱電対を設置した．熱電対の設置位置と

して，融雪装置が温水パイプで，その埋設深さが160mm

の場合を例にとって図-4に示した．試験条件については

表-1にまとめた． 

 
(2) 走行載荷試験 

 (1)の舗装内部温度変化試験と同様に，融雪装置を埋設

したアスファルトコンクリート供試体を用いて，舗装上

を航空機が繰返し走行する場合を想定した走行載荷試験

を実施した． 

 供試体寸法ならびに融雪装置とその埋設位置は(1)と同

じである．この供試体に対して，空港舗装対応型ホイー
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ルトラッキング試験を実施した．載荷車輪の接地圧は

1.38MPa，走行速度は20cm/sとし，最大5,040回まで繰返

し走行載荷を与えた．車輪の走行位置は供試体中心線上

であり，走行方向は供試体の転圧方向と同一である． 

 試験は，供試体ならびに雰囲気温度を表-2に示すよう

に設定して実施した．なお，温度が-10℃の場合には融雪

装置を稼動させ，供試体中央の表面温度がほぼ1℃に到達

した時点で繰返し走行を実施した．また，高温時の試験

においては試験装置の制約上最大走行回数到達前に走行

を打ち切らざるを得ない場合もあった． 
 

 
 a) 埋設深さ 50mm b) 埋設深さ 100m c) 埋設深さ 160mm 

図-2 室内試験用供試体（側面図） 

 

 
 a) 温水パイプ方式 b) 電熱線方式 

図-3 室内試験用供試体（平面図） 

 

 
 a) 側面図 b) 平面図 

図-4 熱電対設置位置（温水パイプ方式，埋設深さ160mm） 
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表-1 舗装内部温度変化試験の条件 

熱電対埋設深さ (mm) 
融雪方式 

埋設深さ 
(mm) 供試体中央 融雪装置直上 

50 0 0 10 33*   

100 0 0 10 30 60 83* 温水パイプ 

160 0 0 10 30 85 143* 

50 0 0 10 30 41*  

100 0 0 10 30 60 91* 電熱線 

160 0 0 10 30 85 151* 

*融雪装置の上面位置 
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図-5 車輪載荷重と接地圧 

 

表-2 走行載荷試験の条件 

融雪方式 埋設深さ (mm) 試験温度（℃） 

なし － -10, 1, 20, 40 

温水パイプ 50 -10, 1, 20, 40 

電熱線 100, 160 -10, 40 

 
表-3 温度別の車輪載荷重 

温度 (℃) -10 1 20 40 

載荷重 (N) 410 550 850 1200 

 試験中に供試体の温度が変化することを防止するため，

供試体を入れた型枠の周囲には断熱材（厚さ12mm）を

巻きつけた．各設定温度において車輪に加える荷重と車

輪の接地面積を測定することにより，所定の車輪の接地

圧を確保した．具体的には，図-5に示した供試体温度を-

10℃，1℃，20℃，40℃としたときの車輪荷重と接地圧の

関係に基づいて，車輪載荷重は表-3に示すようになった．  

 試験開始から終了までの間，供試体の縦断方向の変形状

況 を調 べた．また，試験開始前ならびに所 定の 走行回 
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表-4 試験に用いた骨材 

 6号砕石 7号砕石 スクリーニングス 細砂 石粉 

硬質砂岩 硬質砂岩 硬質砂岩 洗砂 石灰岩  
測定値 規格 測定値 規格 測定値 規格 測定値 規格 測定値 規格 

粒径(mm)            
19.0 100 100         
13.2 94.6 85～100 100 100       
4.75 5.9 0～15 90.3 85～100 100 100 100    
2.36 0.8  6.4 0～25 92.6 85～100 99.6    
1.18   1.8 0～5 68.4  96.0    
0.60   0.8  41.8 25～55 84.4  100 100 
0.30     33.4 15～40 50.2    
0.15     24.4 7～28 9.1  99.3 90～100 
0.075     17.2 0～20 3.4  77.7 70～100 

表乾比重 2.647 2.45以上 2.667 2.45以上 2.664  2.558    
かさ比重 2.631  2.649  2.641  2.488    
見掛比重 2.674  2.697  2.704  2.677  2.720 2.60以上 
吸水率 (%) 0.62 3.0以下 0.68 3.0以下 0.88  2.84    
ロサンゼルス 

すり減り減量 (%) 
14.1 35以下         

安定性 (%) 2.8 12以下 3.3 12以下 2.6 12以下 2.2 12以下   
水分 (%)         0.04 1.0以下 

 
 

表-5 使用したアスファルトの性状 

項目 測定値 規格 

針入度 (25℃，1/10mm) 68 60～80 

軟化点 (℃) 47 44～52 

伸度 (15℃，cm) +150 100以上 

トルエン可溶分 (%) 99.8 99以上 

引火点 (℃) 330 260以上 
質量変化率 (%) 0.1 0.6以下 薄膜 

加熱 針入度残留率 (%) 58.8 55以上 

蒸発後の針入度比 (%) 100 110以下 

密度 (15℃，g/cm3) 1.031 1.000以上 

120℃ 727  

150℃ 183  
動粘度 

(mm2/s) 
180℃ 65.4  

 

表-6 骨材の配合割合 

骨材の種類 6号 7号 SC 細砂 石粉 

配合割合 (%) 35 22 27 14 2 
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図-6 骨材の合成粒度 

 

 

数時には，横断形状を3測線で計測するとともにひび割れ

の有無について観察した． 

 
3.2 供試体の作成 
(1) 使用材料 
 試験に用いた骨材は，表-4に示すとおりであり，空港

土木工事共通仕様書 4)（以下，共通仕様書と称す）の規

格を満たすものであった． 

 アスファルトは，ストレートアスファルト60/80を使用

した．その試験成績を表-5に示す． 

 
(2) アスファルトコンクリートの配合設計 
 骨材の粒度については，共通仕様書のアスファルトコ

ンクリートの基本施設表層①の粒度範囲のほぼ中央とな

項目 

通

過

質

量

百

分

率 
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るように調整した．その結果，骨材の配合割合は表-6の

ようになった．そのときの合成粒度は図-6である． 

 アスファルト量を5点変化させて材料を練り混ぜ，突固

め回数75回（両面）の条件で供試体を作製して，マーシ

ャル安定度試験を実施した．そして表-7に示す項目の規

格を満足する共通範囲の中央値を最適アスファルト量

（OAC）とした．マーシャル安定度試験の結果を示した

図-7から，OACは5.8%となった． 

 
(3) 融雪装置 
 融雪装置としては，2.で述べたように，道路等で一般

的に使用されている温水パイプ方式ならびに電熱線方式

の2つを用いた． 

 今回用いた温水パイプ方式では，外径17mm，内径

13mmの特殊耐熱用ナイロン樹脂管を表層もしくは基層

内に埋設し，ヒータにより温度を調節した不凍液を通

水・循環させている． 

 また，電熱線方式では，導体抵抗が0.522Ωである発熱

線を表層もしくは基層内に埋設し，通電させている． 

 

4. 室内試験の結果 

 
4.1 融雪装置による舗装内温度の変化 
 表層，基層ならびに上層路盤にアスファルト混合物を

用いた舗装に融雪装置を深さを変えて設置した場合に必

要となる，融雪装置の温度について検討した．また，融

雪装置を設置したことによる供試体の力学的挙動の変化

についても調べた． 

 
(1) 供試体温度の変化状況 

 供試体ならびに雰囲気温度が-10℃の場合で，融雪装置

を稼動させたときの供試体内部の温度変化の状況を図-8

（温水パイプ方式），図-9（電熱線方式）に示した．こ

れらの融雪装置の作動条件は，上記のように供試体中央

の表面温度が1℃となるように，従来の経験に基づいて定

めたものである． 

 
表-7 マーシャル安定度試験における規格 

項目 規格値 

安定度 (kN) 8.80以上 

フロー値 (1/100cm) 20～40 

空隙率 (%) 2～5 

飽和度 (%) 75～85 
残留安定度 (%) 75以上 

注）供試体突固め回数75回（両面） 
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e) 配合設計 

図-7 マーシャル安定度試験の結果 
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図-8 温水パイプ方式による供試体内部の温度変化 
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図-9 電熱線方式による供試体内部の温度変化 

 

 

 当然ではあるが，融雪装置の埋設位置が深いほど融雪

装置自体の温度を高くしなければならないことがわかる．

舗装表面温度は必ずしも当初設定したとおりにはならな

かったが，今回の試験結果からみると，電熱線方式のほ

うがそれ自体の温度を高くする必要性があるとの傾向が

ある．また，舗装内の温度が定常状態に到達するまでに

必要となる時間に差がみられ，電熱線方式のほうが時間

を要するとの傾向が明らかである．これには，融雪装置

の形状や配置方法といった点が影響しているものと考え

られる． 
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(2) 室内試験結果の数値解析 

a)  解析方法 
 融雪装置を作動させた場合の熱伝導解析を行った（三

次元有限要素法による定常電熱解析）．これは，(1)に示

した室内試験で得られたデータからアスファルトコンク

リートの熱伝導率を逆算して求めることを目的としてい

る．この解析を融雪装置が50mm，100mm，160mmの深

さに埋設した場合について行い，舗装表面が融雪に必要

な温度（1℃）になるために必要な融雪装置の温度を求め

た． 

 

 

図-10 有限要素解析に用いたモデルの例 

 

 温水パイプを対象とした有限要素解析に用いたモデル

は図-10（温水パイプ埋設深さ50mmの場合）のとおりで

ある．舗装周囲の外気温度としては室内試験と同じ-10℃

とし，表面を除く5面では熱の出入りがないものとした．

解析を行う際に必要となる舗装表面の熱伝達係数につい

ては，様々な計算方法があるが，ここではユルゲスによ

る（1）式を用いた．室内試験のため平均風速は0m/sとな

ることから，舗装表面の熱伝達係数は6.2W/m2･Kとなる．

なお，舗装表面温度としては，融雪装置の中間地点の直

上，すなわち供試体表面の中央地点のものを用いた． 

 

                   αc = 4.2v + 6.2                (1) 

ここに，αc：熱伝達係数(W/m2･K)， 

         v：平均風速(m/s)． 

 

表-8 解析に用いた温度データ（温水パイプ方式） 

a) 温水パイプ 

50 100 160
490 15.5 18.9 25.3
495 15.6 18.8 25.2
500 15.5 18.8 25.3
505 15.5 18.8 25.3
510 15.5 18.8 25.2
平均 15.5 18.8 25.3

埋設深さ（mm）経過時間(分)

 
                    （単位：℃） 

 

b) 舗装表面 

50 100 160
490 0.8 0.5 0.2
495 0.3 0.6 0.2
500 0.7 1.0 0.3
505 0.6 0.9 0.3
510 0.2 0.7 0.5
平均 0.5 0.7 0.3

埋設深さ（mm）経過時間
(分 )

 

                   （単位：℃） 

 

 
表-9 解析に用いた温度データ（電熱線方式） 

a) 電熱線 

50 100 160
1090 9.0 27.9 29.4
1095 8.9 27.9 29.5
1100 9.0 27.9 29.6
1105 8.9 27.9 29.6
1110 8.9 28.0 29.6
平均 8.9 27.9 29.5

埋設深さ（mm）経過時間
(分 )

 

                   （単位：℃） 

 

b) 舗装表面 

50 100 160
1090 0.3 0.2 0.7
1095 0.5 0.4 0.9
1100 0.0 -0.1 0.8
1105 0.4 0.5 1.0
1110 0.3 -0.1 0.7
平均 0.3 0.2 0.8

埋設深さ（mm）経過時間
(分 )

 

                   （単位：℃） 
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b)  解析結果 
 入力となる温度データについては，融雪装置ならびに

表面温度がほぼ一定となったときのものを用いた．具体

的には，温水パイプ方式の場合で通水後490～510分の平

均値を，電熱線方式の場合で通電後1,090～1,110分の平均

値を用いた．具体的な値は表-8，表-9に示した．解析で

は，まずこの表に示した融雪装置の温度をその位置に相

当する節点に温度として入力し，熱伝導率を種々に仮定

して，計算を繰り返し，舗装表面温度がこの表に示した

温度になるときのものを熱伝導率として同定した．得ら

れた熱伝導率を表-10に示した． 

 

表-10 埋設深さが異なる場合の熱伝導率 

a) 温水パイプ 

埋設深さ(mm) 熱伝導率（W/m・K） 

50 0.33 

100 0.41 

160 0.43 
 

b) 電熱線 

埋設深さ(mm) 熱伝導率（W/m・K） 

50 0.38 

100 0.23 

160 0.38 
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0
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 　温水パイプ
 　電熱線

 

 

融
雪

装
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温
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(℃
)

埋設深さ(mm)  

図-11 融雪装置の所要温度 

 

 表-10で得られた熱伝導率の平均値を使用して，舗装表

面温度を1℃にするために必要となる融雪装置の温度を求

めた．その結果を図-11に示す．これにより，融雪装置の

埋設深さを任意の位置とした場合に必要となる温度が求

められる． 

 

4.2 融雪装置が表・基層の挙動に及ぼす影響 

 融雪装置を設置した供試体に繰返し走行載荷を実施し

た場合の力学的挙動について，それを設置しない場合と

比較することにより検討した． 

 図-12，図-13は走行載荷試験中に変形量（供試体表面

の最大累積変位）が変化する状況を示している（それぞ

れ温水パイプ方式，電熱線方式）．雰囲気温度が40℃で

電熱線を160mmの深さに設置した場合は融雪装置のない

ものと比較すると変形量は大きいが，これを除けば融雪

装置を導入することによって変形が促進されるような傾

向は認められない．なお，これらの試験では，所定の回

数時に載荷を中断して横断形状を計測したので，図には

一時的に変形量が回復するような状況がみられている． 

 走行載荷試験終了時の車輪走行位置における最大変形

量を図-14にまとめた．いずれの温度条件においても，融

雪装置を導入した場合の最大変形量は，導入しない場合

に比較すると同等かもしくは若干小さくなっていること

がわかる． 

 図-15には動的安定度を示した．この場合も，最大変形

量と同様に，融雪装置を設置することによる影響はほと

んど認められない．温水パイプ方式，電熱線方式とも，

融雪装置の埋設位置が深いほど動的安定度が小さくなる

傾向がみられる．また，電熱線方式の場合には，これを

設けない場合に比べて動的安定度が1～2割小さいことも

わかる． 

 なお，ひび割れに関してはいずれの場合も発生が認め

られていない． 
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図-12 温水パイプ方式の変形量 
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図-13 電熱線方式の変形量 
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d)  雰囲気温度40℃ 

図-14 融雪装置を設置した供試体の最大変形量 
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b) 雰囲気温度40℃ 
図-15 融雪装置を設置した供試体の動的安定度 

 

 

5. 実大規模試験の方法 

 

 融雪装置を設置した舗装に繰返し走行載荷を行い，融

雪装置を設置していない通常の舗装の場合との表面形状

の違いを調べた． 

 
5.1 試験舗装の構成 

(1) 試験舗装の構造 
 国土技術政策総合研究所の原型載荷実験槽に製作した

試験舗装の構造は，その平面図を図-16に示すように，A

～Dの4区画から構成されている（D区画はC区画と左右

対称）．各区画とも幅4m，長さ8.25mの大きさである．

このうち，C，D区画には融雪装置を設置した．具体的に

は，C区画には温水パイプを，D区画には電熱線を設置し

た．これらの比較対象となる，融雪装置を埋設していな
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い通常のものはA区画である． 

 試験舗装の構造は図-17に示すとおりである．A～D区

画とも，路盤は共通であり，上層路盤は15cm厚のアスフ

ァルト安定処理材，下層路盤は75cm厚の砕石である．表

層と基層はA，C，D区画とB区画で異なる．A，C，D区

画には，表層に密粒度アスファルトコンクリート（5cm
厚），基層に粗粒度アスファルトコンクリート（厚さは

上層5cm，下層6cm）を，B区画には表層，基層とも最大

粒径30mmの骨材による密粒，粗粒アスファルトコンク

リート（厚さはいずれも8cm）を用いた．なおB区画は，

本研究の対象とはならないことから，以下では言及しな

い． 

 
(2) 舗装材料 

 A，C，D区画の表層ならびに基層アスファルトコンク

リートは，共通仕様書の規格を満たすものを使用した．

表層の場合には，骨材として基本施設の表層タイプⅠ

（最大粒径13mm）を，アスファルトとしてストレート

アスファルト60/80を使用した（マーシャル試験に対する

規格値は共通示方書記載の基本施設①表層）．基層の場

合には，骨材として基層，アスファルトとしてストレー

トアスファルト60/80を使用した（マーシャル試験に対す

る規格値は共通示方書記載の基本施設の③基層）． 

 

 

a) 全体形状 

 

b)  C区画詳細 

図-16 試験舗装の平面形状 

 

 
a) 舗装構造 

 

 
b) C，D区画詳細 

図-17 試験舗装の断面図 
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上層路盤のアスファルト安定処理材は，共通仕様書記

載の規格である基本施設タイプAを満足するものである．

アスファルトとしてはストレートアスファルト60/80を使

用した． 

下層路盤の砕石は，共通仕様書の規格を満たす，下層

路盤材料のタイプAのものを使用した． 
 舗装に荷重を加えた場合に舗装内部に生ずる応力を計

測するために，A区画の下層路盤に土圧計を設置した．

平面的にはA区画の中心線上で，深さとしては下層路盤

の上面ならびに中間面と路床上面である．また，アスフ

ァルトコンクリート層の温度を計測するために，表層，

基層と上層路盤内に熱電対を設置した（舗装表面ならび

に表面から50，100，160，230，310mmの深さ）． 

 
(3) 融雪装置 

 融雪装置としては，上記のように，C区画には温水パ

イプ，D区画には電熱線を用いた．いずれも，上層路盤，

基層下層，基層上層施工後に設置した．すなわち，舗装

表面から融雪装置底面までの深さは50，100，160mmで

ある．写真-1にはそれらの設置状況を示してある． 

 

 
a) 温水パイプ 

 

 
b) 電熱線 

写真-1 融雪装置の設置状況 

 融雪装置として使用したものは，室内試験に用いたも

のと同様である．ただし，後述する載荷試験中には通水

もしくは通電はしていない． 

 
5.2 載荷試験 

 試験舗装に対して航空機荷重による繰返し走行載荷を

行った．試験前ならびに所定の走行回数時には静的載荷

試験とFWD載荷試験を実施した． 

 
(1) 走行試験 
2.3  試験方法 

 原型載荷実験槽に備え付けられてある自走式走行載荷

試験装置を用いて，試験舗装に対して繰返し走行載荷試

験を行った．自走式走行載荷装置は，B747型航空機の主

脚と同等のもので，荷重は910kNである．なお，走行速

度は5km/hである． 

 走行位置は図-18に示すように，A-B区画上の走行線A

と，C-D区画上の走行線Bの2箇所である．それぞれの走

行線上で自走式走行載荷試験装置を10,000回まで走行さ

せた． 

 この繰返し走行は，2つの走行線上で所定の回数を交互

に実施することにより行った．具体的には，走行線Aに

おいて所定回数まで走行させた後に，走行線Bにおいて

同様に走行させ，静的載荷試験，FWD載荷試験ならびに

表面形状測定を実施するというものである．所定の回数

は，50，100，200，500，1,000，2,000，3,000，5,000，

7,000，10,000回（それぞれ0，25，50，100，250，500，1，

000，1,500，2,500，3,500，5,000往復）である． 

b)  計測項目と計測方法 

 走行載荷試験中，所定の走行回数時に舗装表面の動的

変位，表面形状（縦横断）ならびに舗装内の土圧を計測

した．なお，舗装の温度も計測している． 

 動的変位の計測は，表面変位計3台を用いて，走行線の

近傍において所定の走行回数の直前に1回行った．変位計

の設置位置を図-19に示す． 

 表面形状については，デジタルプロフィルメータおよ

びコンベックスにより，縦断方向ならびに横断方向に計

測した．測定間隔は，前者の場合で縦断，横断方向とも

1cm，後者では縦断方向10cm，横断方向5cmである．こ

れは試験前と所定の回数到達後に，1区画あたり縦断，横

断方向とも3測線で行った．測定位置を図-19に示す． 

 土圧の測定は，走行載荷試験中の所定の走行回数時に

行った．土圧計はA区画のみに埋設してある． 
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図-18 繰返し走行載荷試験の位置 

 

 

図-19 動的変位ならびに表面形状測定位置 
 
(2) 静的載荷試験 
a)  試験の方法 
 静的載荷試験は自走式走行載荷試験装置を用いて行っ

た．これは，舗装表面に直径400mmの載荷板を硬質ゴム

を介して置き，自走式走行載荷試験装置により舗装表面

に静的荷重を加えることによった．静的載荷試験の位置

は図-20に示す． 

 静的載荷試験では，荷重を0，50，100，150，200，250，

282，200，100，0kNの10段階に変化させていき，荷重が

安定した時点でたわみの測定を行った．試験の実施時期

は，走行試験前ならびに走行回数が3,000回と 10,000回の

3回である．なお，同一地点では試験を3回繰り返した． 
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図-20 静的載荷・FWD載荷試験位置図 
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載荷板 変位計 （単位：mm）  
図-21 静的載荷試験とFWD載荷試験での変位測定位置 

 
b)  計測項目と計測方法 
 静的載荷試験では，荷重が所定の値となったときに表

面の変位形状を測定した．これには，変位計7台を用いて，

載荷板中心より0，30，45，60，90，150，250cmの7点で

計測をした．変位計の設置位置を図-21に示す． 

 
(3) FWD載荷試験 
a)  試験の方法 

 FWDを用いて衝撃載荷試験を行った．試験は，A～D

の各区画の指定位置において，FWDにより衝撃荷重を載

荷して行った．この試験位置を図-20に示す． 
b)  試験方法 

 FWD載荷試験における最大衝撃荷重は100，150，200，

250kNの4段階とし，試験実施時期は走行回数が，0，50，

100，200，500，1,000，2,000，3,000，5,000，7,000，

10,000回の各時点である． 
b) 計測項目 

 FWD載荷試験における荷重の計測は，FWDの操作用コ

ンピュータにて行った．また，変位の計測は，FWDに内

蔵されている変位計により0，30，45，60，90，150，

250cmの7点で行った．変位計の設置位置を図-21に示す．  

 

6. 実大規模試験の結果 

 
 融雪装置を埋設した試験舗装の繰返し走行載荷に対す

る挙動を検討するために実施した，静的載荷試験，FWD

載荷試験，走行試験の結果についてまとめた．また，融

雪装置の耐荷性について有限要素解析により検討した． 

 
6.1 静的載荷試験 
 
(1) 試験結果 
 静的載荷試験の結果として，荷重近傍のたわみ形状を

図-22，図-23，図-24に示した（それぞれ，走行載荷前，

走行回数3,000回ならびに10,000回）． 
 全体的にみると，融雪装置を設置することにより，た

わみが大きくなる傾向にあることがわかる．たわみは温

水パイプでは基層160mmに位置するものが最も大きくな

っており，電熱線では基層100mmに位置するものが最大

となっている． 

 繰返し走行載荷の進行につれて最大たわみが変化する

状況を図-25に示した．融雪装置の設置位置による違いが

若干みられ，温水パイプでは基層160mmの場合，電熱線

では基層100mmの場合でたわみが大きくなることがわか

る．しかし，全体的にみれば，たわみの大きさと融雪装

置の埋設深さとの間には明確な関連性があるとまではい

えない． 
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b) 電熱線 

図-22 走行載荷前のたわみ形状 
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b) 電熱線 

図-23 走行3,00回時のたわみ形状 
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図-24 走行10,000回時のたわみ形状 
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図-25 最大たわみの比較 
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6.2 FWD載荷試験 
 FWD載荷試験により得られた載荷板中心のたわみ（最

大たわみ）を図-26に示す（荷重200kN時）．全体的には，

融雪装置を設置しているほうが通常舗装に比べて大きな

値を示す傾向にあることが明らかである．また，埋設深

さによる違いをみれば，静的載荷試験と同様に，温水パ

イプでは基層160mmの場合が，電熱線では基層100mmの

場合が最も大きくなっていることがわかる．この最大た

わみについて全体的にみれば，温水パイプ，電熱線とい

った，融雪装置による違いは明確ではなく，融雪装置の

埋設深さとの間の関係も明らかではない． 
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図-26 FWDによる最大たわみ 

 
6.3 走行試験 
(1) たわみ・土圧 
 走行試験の結果として，動的たわみの最大値を図-27に

示す．これは，変位計3台で計測したものの平均値である．

全体的にみると，他の載荷試験結果と同様に，融雪装置

を埋設している区画のほうが，埋設していない区画より

もたわみが大きくなっていることがわかる．また，埋設

深さでは，温水パイプでは160mm，電熱線では100mmの

場合がもっともたわみが大きくなっていることも同様で

ある． 

 このほか，A区画に埋設されている土圧計による土圧

の計測結果を図-28に示す（最大値）．下層路盤の上面で

初期段階において土圧の変化がみられるものの，それ以

外の深さでは走行回数が増加しても変化はみられないよ

うである． 
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図-27 走行載荷における最大動的たわみ 
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図-28 走行載荷による最大土圧の変化 
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(2) 表面形状 
 デジタルプロフィルメータにより測定した横断方向の

表面形状を図-29，図-30，図-31に示した（それぞれ，温

水パイプ，電熱線，通常）． 

 全体的には，繰返し走行載荷の進行につれて表面形状

が徐々に変化していく傾向が明らかになっている．また，

普通舗装と融雪装置を埋設している場合を比較すると，

変形量にそれほど大きな差はないようである． 
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図-29 横断方向表面形状（温水パイプ） 
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図-30 横断方向表面形状（電熱線） 
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図-31 横断方向表面形状（通常） 
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 走行回数5,000回時の横断方向の表面形状について融雪

装置の埋設深さによる違いをみたものが図-32である．左

右の車輪位置におけるものを総合して考えると，融雪装

置の有無や融雪装置の埋設深さの違いによる影響は明ら

かではない． 

 

 

-2 -1 0 1 2
-80

-60

-40

-20

0

20

↓                ↓

温水パイプ

車輪走行位置

 

 

路
面

高
さ

（m
m

）

測定距離（m）

 通常
 表層50mm
 基層100mm
 基層160mm

a) 温水パイプ 

 

-2 -1 0 1
-80

-60

-40

-20

0

20
↓   車両走行位置  ↓

電熱線

 

 

路
面

高
さ

（m
m

）

測定距離（m）

走行回数
 通常
 表層50mm
 基層100mm
 基層160mm

 

b) 電熱線 

図-32 走行回数5,000回時の横断方向表面形状 

 

 
 次に，コンベックスによる測定結果を，図-33，図-34，
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また，走行回数5,000開示の各埋設深さによる表面形状の

違いについて，図-36にまとめた．いずれもデジタルプロ

フィロメータによるものと同様の結果である． 
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図-33 横断方向表面形状（温水パイプ） 
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c) 基層160mm 
図-34 横断方向表面形状（電熱線） 
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図-35 横断方向表面形状（通常） 
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図-36  走行回数5,000回時の横断方向表面形状 

 

 
(3) 解体調査による厚さの確認 
 一連の走行試験終了後に舗装を解体して，各層の厚さ

を測定した． 

 図-37，図-38，図-39には融雪装置のないA区画，温水

パイプを設置したC区画，電熱線を設置したD区画におけ

る断面をまとめてある．いずれの区画も走行載荷試験の

実施中にわだち掘れが著しく進行したことから，レべリ

ング層を施工した上で試験を継続した．走行載荷の影響

は舗装表面に近いほど大きく，表層の変形が著しいこと

がわかる．このことから，航空機の繰返し走行に起因す

る融雪装置自体の変形を考えると，装置表面に近い深さ

に埋設することは不利となることがわかる． 

 



国総研報告No. 23 

21 

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0 2.2 2.4 2.6 2.8 3.0 3.2 3.4 3.6 3.8 4.0
1.8

1.9

2.0

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5

2.6

2.7

2.8

2.9

3.0

3.1

下層路盤

上層路盤

基層

表層

路床

レベリング層

 

 

高
さ

 (
m

)

位置 (mm)

図-37 解体時の舗装断面（通常） 
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b) 埋設深さ 100mm 
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c) 埋設深さ 160mm 

図-38 解体時の舗装断面（温水パイプ） 
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b) 埋設深さ 100mm 
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c) 埋設深さ 160mm 

図-39 解体時の舗装断面（電熱線） 

 

 
6.4 融雪装置の耐荷性に関する有限要素解析 
 融雪装置を埋設した舗装に航空機荷重が載荷された場

合に，融雪装置に生ずる応力について三次元有限要素法

を用いて解析した． 

 
(1) 解析方法 
 舗装構成としては，図-40に示すように，試験舗装と同

様のものを用いた．融雪装置の埋設深さについても同様

である．温水パイプと電熱線については円形のものとし，

直径はそれぞれ，17mm，9mmとした． 
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a) モデルの寸法 

 

 

b) 舗装構造 

 

 

c) 詳細断面図 
図-40 解析に用いたモデル 

 

 解析に用いた材料の力学特性は，表-11に示すとおりで

ある．これは，融雪装置が埋設されていない通常舗装で

のFWD載荷試験の結果を逆解析することによって得られ

たものである．表・基層については夏季，冬季の温度を

想定して設定した．また，温水パイプについてはメーカ

ーのカタログを，電熱線はその材質をゴムとみなして理

科年表を使用して算定した． 

 アスファルトコンクリートと融雪装置の要素は3方向の

ばねにより結合した．鉛直方向については1.0×104GN/m3

というばね定数を導入して，両者の位置は一致するもの

とした5．水平方向については，融雪装置とアスファルト

コンクリートが完全に付着しているとは考えにくいこと

から，ばね定数として種々の値を想定して数値解析を行

い，静的載荷試験における電熱線のひずみの実測値を参

考として，ばね定数を同定した．その結果， 1.0×

102kN/m3という値が得られた． 

 

表-11 力学特性値 

弾性係数（MPa） 
冬季 夏季 温度 

（0℃） （50℃） 
ポアソン比 

表・基層 7,400 300 0.3 

下層路盤 1,500 1,500 0.3 

下層路盤 300 300 0.3 

路床 40 40 0.3 

温水パイプ 785 785 0.3 

電熱線 3.25 3.25 0.3 
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図-41 車輪中心位置における横断方向たわみ分布 
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図- 42 融雪装置応力（冬季） 
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図-43 融雪装置の応力（夏季） 

 

 

 このモデル上にB747-400（満載時）が載った場合の舗

装ならびに融雪装置の挙動について解析した．荷重は接

地圧1.38MPa，接地面積1,632cm2（幅32cm，長さ48cm）

のものが4ヶである． 

 横断方向に埋設された融雪装置の真上に車輪が二つ載

る場合を解析した．具体的には，舗装表面のたわみ，表

層下面の応力，融雪装置に生ずる応力を計算した． 

 

(2) 解析結果と考察 

a) 舗装表面のたわみ 

 融雪装置の埋設深さが異なる場合の車輪中心位置にお

ける横断方向のたわみ形状について図-41に示した（たわ

みが大きくなる夏季の場合）．融雪装置の埋設深さの違

いのみならず，装置の有無によってもたわみ形状はほと

んど変化していないことがわかる．これには，温水パイ

プ，電熱線の違いはない． 

b) 融雪装置の応力 

 融雪装置に発生する最大応力について，冬季，夏季の

場合をそれぞれ図-42，図-43にまとめた．冬季の場合は，

弾性係数の違いから電熱線より温水パイプのほうが大き

な値を示している．温水パイプでは埋設深度が深くなる

につれて引張応力が小さくなっているのに対して，電熱

線の場合には埋設深度が浅ければ引張応力は生じないこ

とがわかる． 

 夏季の場合，温水パイプの荷重中心付近では，どの埋

設深度であっても引張応力が発生するが，埋設位置が深

くなるにつれてその値は小さくなっている．一方，電熱

線の場合には，全体的に圧縮応力が発生していることが

わかる． 

 夏季，冬季によらず，ここで得られた応力は温水パイ

プならびに電熱線の破断応力よりも小さいことが確認さ

れた．このことから，航空機荷重が加わっても融雪装置

が破壊する危険性はほとんどないとわかる． 
c) 上層路盤下面の水平応力 

 上層路盤下面に発生する最大水平応力について図-44に

まとめた．この場合も，たわみと同様に，融雪装置の有

無による違いはほとんど見られない． 
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図-44 表層下面の水平応力 

 
 

d) まとめ 
 舗装表面のたわみは，融雪装置を埋設しても融雪装置

なしの場合とほとんど変わらない．表層下面の応力につ

いても舗装表面のたわみと同様である．融雪装置に生ず

る応力についてみれば，夏季のほうが冬季より表・基層

の弾性係数が小さいため，絶対値でみると夏季のほうが

大きい．埋設深度別にみると，浅い場合が圧縮応力であ

ったのが，深くなるにつれて引張に転ずる．しかし，こ

れらの応力は強度に比較すると十分小さい値となってい

る． 

 

7. まとめ 

 
 融雪装置を導入したアスファルト舗装の空港基本施設

への適用性に関する一連の試験研究結果は，以下のよう

にまとめられる． 

(1) 室内試験 
 融雪装置を導入した表・基層の供試体に対するホイー

ルトラッキング試験の結果からは，融雪装置を導入する

ことによっても変形や動的安定度に及ぼす影響はほとん

どみられない． 

(2) 試験舗装 

a) 荷重に対する弾性応答であるたわみは，融雪装置を導

入することにより若干大きなものとなる．これには温水

パイプ，電熱線といった融雪装置による違いは明確では 

なく，また融雪装置の埋設深さによる違いも明確ではな

い． 

b) 航空機荷重の繰返し走行によって生ずる舗装表面形状

の変化は，走行回数の増加に伴って著しくなるものの，

融雪装置を導入することによりその状況が異なるような

傾向はみられない． 

c) 10,000回の繰返し走行載荷後に実施した舗装の解体調

査の結果からは，表面に近い層ほど累積変形が著しいこ

とがわかった． 

d) 航空機荷重が加わった場合に融雪装置に生ずる応力に

ついて3次元有限要素解析を実施した結果からは，それら

の応力は破壊応力に対して十分安全であるとわかった． 

 
 以上のことから，融雪装置の変位アスファルト舗装へ

の導入については十分可能であるとまとめられる． 

 

8. おわりに 

 
 以上示したように，一連の試験研究の結果からは融雪

装置を空港アスファルト舗装へ導入することは十分可能

であるとわかった．これらの試験は，特に試験舗装に対

する載荷試験は，気温が比較的高い状況下で実施された

ことから，実際の使用状況下の場合と比較すると累積変

形の点では厳しい結果となったと懸念される． 

 今後は，実際の空港での実施検証といったものを経て，

実用化を図って行くこととしたい． 

（2005年5月25日受付） 
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